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佐川急便株式会社関西地区 執行役員 後  考 夕こ女
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注 1骸 当する□には、レ印を記入してくださいゎ特定事業者以外の子業者の方はレ印の記入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を  '日 様年度Jと `i誌画期間の最終年震を  「報告年度Jと は計画朔間
のうち 今 回報告の対長となる年度をいいます。
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特定事実者の

主たる業種
貨物自動車遷送事業

該当する事実

者要件
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10粂第1号該当事業者 (大規模

エネルギー使用事業者 (原油に換算して1,500キHリ ットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規員U第10粂第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラッ
ク又はバス100台以上/タ タシ

ー150台

禁蔀括範壕憲撰,2好繋装棚施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素
に換算して3,000ト
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計 画 期 店 平成 r財章 年 4 月 ～  平 成 如 年 3月

基 本 方 針

佐川急便全体で2012年までにC02を6%削 減する (2002年度比)

推 進 体 制

ェョプロジェクト推進委員会  【 地球温暖化対策束任者】佐野 友 紀 【担当】亀日 英 夫

具
和
置中申申

年
体
及

年度 設備、対象、工程尊 措 置  内  容

車両 低公害=(CNOl車 、ハイプリッド車)導 入。

17年～19年 ドライバー教育 三コ安全 ドライブ研修により燃料使用曇を5%削 減する。

17年～19年 全社員教育 働 "急便環境行動により使用電力などを1%削 減する。

1 7年～1 9 4 F 車両抱 京都市都心部グリーン配送協議会によリグリ
ーン物流を推進する。

温室効果 / ス
の 排 出 量 等 排出区分

基準年度 (美寝,
( 17 )年 度
(二磯化炭素換年 (1))

日棟年度 (計回,

( 19 )年 度
(二酸化決葉換算 (1)) 咋側働

報告午慶 く実溺'

( 18 )年 度
(二酸化決素換寡 〔ヽ)) い卸抽A事 業所等排出区分 ,trf。̀牽  t 】に ltr92頭略ギ覚毘 t

-10 % 3,197 560 t 牽 %

B輸 送車両〕F出区分 5,353 50S t 5244 362 t -20 % 5,050 839 t -565 %

cそ の他排出区分 ,92)と こ声 t Zか″ ゆ 上 t % t 、、‐  %

排出合計 ■l     r,、 円■,■o■  t 2   7 車 事 = 弘 t
-17 % 4                          8,248 399 t ノ~― %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
奪

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 (実絞)

取担量等 (三郵 ヒ決票張算 (1 取根二年

祭林の保全及び整備 (勢樽面な ha (吸収■) t (整祷面積| h a (吸収曇) t

府内産の木材の利用 (利用基) (削減量) t (利用■l (Hl競■) t

自然エネルギーを利用した

電力又は熱の供給

(売電曇) 【vh (高け滋量) t (充電量) kvl (削減猛) ↓

(終供給な 6 J (削減工) t (熱供給E 〔肖J法量) t

グリーン電力の購入 (購入と〉 kFh (削減量) ↓ 〈購入曇) kwh く削減工) t

首」減畳等合計 t t

差引排出曇

(排出合計
―高Ⅲ済宰合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減韓 (Fl画) 報告年度 (実績) 倒滋奪く実縦)
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府 記 事 項

担 部 暑

担 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァクシ ミ ツ番号

連  絡  先


